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イスラエル・中国関係の発展と対米関係の緊張 
The Evolving Israel-China Relations and Tensions with the U.S. 
 
トランプ政権はイスラエル政府に揺らぎのない支援を示してきた。ただ一点、中
国のイスラエル経済への増大する影響を除いてはこの限りではない。中国企業は
イスラエルの戦略的なインフラに投資してきた。海運から電力、公共交通まで。そ
して中国企業は最先端技術のスタートアップの株を百万ドル単位で買い上げてき
た。イスラエルは世界第二位の規模を持つ中国経済へのアクセスに機会を見出し
ているが、米国は主要敵である中国が安全保障上の脅威と見ている。1 
 
上記は米国の公共放送ナショナル・パブリック・ラジオ（NPR）の 2019 年 9 月 11 日に放送
した特集「イスラエル・米国関係に中国という棘が育ちつつある」の冒頭の一文である。これ
はこの時点でのイスラエルの対米関係の、重要な一つの側面を表現している。 
2019 年から 2020 年にかけて、中東においてグローバルな国際政治の文脈で緊迫性を増した
のが、イスラエル・中国関係である。イスラエルは 2000 年代以降、中国との経済関係を急速に
深めてきた。しかしこれが経済関係にとどまらず、安全保障に関わる領域にも及びつつあると
いう認識が、特に米国内で広まり、イスラエルに対中関係の再考を促す論調が高まり、イスラ
エルは対応を迫られた。 
トランプ政権の１期目を通じて激化した米中対立は、英国や豪州、あるいは日本等の米国の
同盟国や、インド等の米との戦略的なパートナーシップを結ぶ各国に、中国との関係の再検討
を迫っており、その反応・判断も様々である。イスラエルの場合は、米中対立の核心となる科
学技術開発の知的所有権、特にサイバー・セキュリティ技術などの分野において、国際的な先
端性や優位性を確保している点に特殊性があり、５G に代表される米国と中国との対立・緊張
に伴って、イスラエルの対中関係が殊更に問題視され政治外交・安全保障上の課題となりかね
ない事情がある。イスラエルの軍や諜報機関とそれに関連して発展した研究機関や民間企業は、
サイバー・テクノロジーを中心にした、安全保障やインテリジェンスに関わる技術的な競争に
おいて枢要な意味を持つ先端的な技術を開発・保有していると考えられており、イスラエル・
中国関係の発展が、米・イスラエル関係の維持を阻害しかねない地点に近づいているという認
識が、2019 年−2020 年にかけて広範に広まり、議論の的となった。 
2019 年 10 月に、イスラエルは米国側からの高まる懸念の声にある程度応える、限定的な対
応をしたものの、問題の根は残っており、今後のイスラエル・中国関係の進展次第では、再び
イスラエル・米国関係の懸案事項として再浮上する可能性は高い。その兆しは 2020 年 2 月時
                                                        
1 “There's A Growing Sore Spot in Israeli-U.S. Relations: China,” NPR, September 11, 2019. 
https://www.npr.org/2019/09/11/757290503/theres-a-growing-sore-spot-in-israeli-u-s-relations-china 
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点でも見えている。2020 年の後半以降に、この問題に関するより具体的な政治的・外交的な動
きが生じて来る可能性があるが、それに備えて、これまでの経緯と現状認識を整理しておこう。
本稿では 2019−2020年初頭の段階までのイスラエル・中国関係の進展を概観しつつ、それが米・
イスラエル関係において問題視される経緯と、表面化した政治・安全保障上の課題についてま
とめておく。 
 
１．イスラエル・中国関係の発展 
イスラエル建国以来の、中国との関係は、「表」と「裏」の二面的関係を抱えたものだった。
中国は 1947 年の国連総会でのパレスチナ分割決議を棄権し、冷戦時代を通じて、表向きはパレ
スチナ支持の姿勢を保ってきた。イスラエルは中華人民共和国を 1950 年に承認したものの、イ
スラエルと中国の国交が樹立されたのは冷戦後の 1992 年である。 
しかし冷戦時代にもイスラエルと中国は、水面下で非公式に戦略的な協力関係を形成してい
た。特にイスラエルは対中武器輸出を盛んに行い、中国にとってロシアに次ぐ武器供給国とみ
なされてきた。冷戦後にイスラエル・中国関係が公式化された後に、イスラエルの対中武器輸
出は米国 CIA によって暴露され 2、継続的に批判・警告がなされた 3。2000 年に中国の早期警
戒管制機にイスラエル製レーダーの「ファルコン」を搭載する計画が米国の反対によって潰え
た等の摩擦が生じた後、2005 年にイスラエルは対中武器輸出を取りやめたとされる。表面的・
公的なものとは異なる、水面下での関係を併存させてきたイスラエル・中国関係の二面性・不
透明さが、現在のイスラエル・米国関係の中国をめぐる緊張にも影を落としていると言えよう。 
 イスラエル・中国間で、武器取引への風当たりの強まりと、その最終的な取りやめと並行し
て加速的に増大していったのが民生部門での貿易や投資である。2000 年 4 月の江沢民国家主席
のイスラエル訪問をメルクマールとして、貿易および科学技術開発や教育の分野での協力が進
んだ。2013 年に国家主席に就任した習近平による「一帯一路」政策の唱導の中で、中東・東地
中海地域において地理的・戦略的に重要な地点に位置し、国内政治の安定性と、何よりも先端
科学技術の欧米並みかそれ以上の先進性を有するイスラエルに、中国は重点的に進出を進めて
きた 4。 
中国のイスラエルへの経済進出で目立つのは、一方で港湾や鉄道などのインフラ事業の受注
であり、他方でイスラエルが得意とするハイテク部門のスタートアップへの投資、また研究開
発への関与である 5。 
イスラエルの主要な港であるハイファ港の 25 年間に及ぶ運営権を、2015 年に上海国際港務
集団（SIPG）が獲得しており、20 億ドルを投じて埠頭の増設・拡張工事を行なった上で、2021
                                                        
2 Michael R. Gordon, “Israel Selling China Military Technology, C.I.A. Chief Asserts,” The New York Times, 
October. 12, 1993.https://www.nytimes.com/1993/10/12/world/israel-selling-china-military-technology-cia-
chief-asserts.html 
3 Duncan Clarke, “Israel's Unauthorized Arms Transfers,” Foreign Policy, No. 99 (Summer, 1995), pp. 89-109. 
https://www.jstor.org/stable/1149008 
4 Yoram Evron, “The Economic Dimension of China–Israel Relations: Political Implications, Roles and 
Limitations,” Israel Affairs, Volume 23, Issue 5, 2017, pp. 828-847. 
5 Dubi Ben-Gedalyahu, “China to Be Israel’s Biggest Infrastructure Partner,” Globes, April 29, 2015. 
https://en.globes.co.il/en/article-china-becoming-israels-biggest-infrastructure-partner-1001031690 
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年から運営を開始する見通しである。中国はイスラエル南部のアシュドード港やテルアビブの
ライトレール網整備計画にも関与しており、イスラエルのインフラ整備事業に深く組み込まれ
ている。 
イスラエルにとって、中国企業は公共インフラの建設事業において、相対的に「安く早く」
一定の水準の質を満たす実績を有していると共に、外国人労働者を多く導入する外国企業であ
るがゆえにイスラエルの厳しい労働法制の規制を逃れうることも発注者にとっての利点とされ
る 6。 
 
２．米国の懸念 
しかしハイファ港には米海軍第６艦隊が補給のために寄港しており、米側では中国がこれを
拠点に軍事機密を収集することへの懸念が持ち上がっているとされる。そして、中国によるイ
スラエルのサイバー技術をはじめとした先端技術企業への投資、二国間協力関係の構築は、し
ばしば軍民両用（Dual Use）の技術に関わるものであり、それが中国の軍事力強化につながる
ことだけでなく、中国を通じてイランに再輸出されることも含めて、米側で警戒が高まった。 
また、これらの懸案事項が政治・外交問題化するのは、イスラエルが米中貿易戦争の間隙を
ついて対中貿易や投資の呼び込みで「漁夫の利」を得ている 7、すなわち米側からは同盟国イス
ラエルのいわば「裏切り」に見えるという点があるだろう。 
米国の懸念は 2018 年には公に口にされることが多くなった。例えば『ハアレツ』（英語・電
子版）は 2018 年 9 月 17 日にハイファ港を中国企業が運営するならば米海軍第６艦隊の寄港を
取りやめる可能性があるとの報道がなされ 8、他紙も追随した 9。英『エコノミスト』の 2018 年
10 月 11 日付の報道は、この問題を広く一般に知らせるものとなった 10。2018 年 10 月の王岐山
国家副主席のイスラエル訪問は、イスラエル・中国の関係強化をより一層印象づけ、米側のよ
り明確な反応を触発するものであったと考えられる。 
2019 年を通じて、イスラエルのインフラ事業への中国企業の進出が持つ米の安全保障上の脅
威と、イスラエル企業の軍民両用技術の対中輸出に関する米国の懸念は、米高官によって表明
                                                        
6 Shira Efron, Howard J. Shatz, Arthur Chan, Emily Haskel, Lyle J. Morris and Andrew Scobell, The Evolving 
Israel China Relationship, RAND, 2019.https://www.rand.org/pubs/research_reports/RR2641.html 
Mercy A. Kuo, “Israel Balancing US-China Relations: Geostrategic Context: Insights from Shira Efron,” 
The Diplomat, April 16, 2019. https://thediplomat.com/2019/04/israel-balancing-us-china-relations-
geostrategic-context/ 
7 “How Israel and its Hi-tech Industry Are Winning the US-China Trade War: The Ongoing Trade War 
between the US and China Is Hurting the World’s Two Largest Economies,” The Jerusalem Post, May 13, 
2019. https://www.jpost.com/Opinion/How-Israel-and-its-hi-tech-industry-are-winning-the-US-China-trade-
war-589611 
8 “Israel Is Giving China the Keys to Its Largest Port – and the U.S. Navy May Abandon Israel,” Haaretz, 
September 17, 2018. https://www.haaretz.com/us-news/.premium-israel-is-giving-china-the-keys-to-its-
largest-port-and-the-u-s-navy-may-abandon-israel-1.6470527 
9 “U.S. Navy May Stop Docking in Haifa After Chinese Take Over Port,” The Jerusalem Post, December 15, 
2018. https://www.jpost.com/Israel-News/US-Navy-may-stop-docking-in-Haifa-after-Chinese-take-over-
port-574414 
10 “Too open for business? Israel’s ties with China are raising security concerns: Oversight is not keeping up 
with the pace of commerce,” The Economist, October 11, 2018. https://www.economist.com/middle-east-
and-africa/2018/10/11/israels-ties-with-china-are-raising-security-concerns 
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されるようになった。1 月 7 日にはボルトン安全保障問題大統領補佐官がネタニヤフ首相に中
国の対イスラエル･インフラ投資に懸念を表明し、ZTE（中興通訊：中国・深圳市に本社を置く
通信設備・通信端末の開発・生産会社）やファーウェイの電子機器の導入について警告を発し
た 11のに始まり、3 月 21 日にはポンペオ国務長官がイスラエル訪問の際に、記者に対して「諜
報情報共有を差し止める可能性がある」と述べていたとされる 12。3 月 25 日のネタニヤフ首相
の訪米とトランプ大統領との会談では、この問題でトランプ大統領が直接警告を発したとされ
る 13。6 月には米上院軍事委員会が可決した国防授権法にも、ハイファ港の運営への中国の関
与が、米海軍のハイファ寄港に安全保障上の懸念をもたらすという認識が盛り込まれた 14。 
米有力メディアもこの問題を取り上げ、米・イスラエル関係の潜在的な危機として報じた 15。
「イスラエルは中国と米国のいずれかをすぐに選ばなければならなくなる」といったセンセー
ショナルな見出しの報道も米有力メディアによって行われた 16。 
これらの警告を通じた米側のイスラエルへの具体的な要求は、中国の対イスラエル投資を監
視し、適格性を判断する機構の設立であった。これは当初から、米国の CFIUS （Committee on 
Foreign Investment in the United States: CFIUS）に相当するものとみなされてきた。 
 
３．イスラエルの対応 
米国の政府及びメディアからの批判・懸念の表明は、イスラエルのメディアによって即座に
伝えられ増幅され、イスラエル内に議論を巻きおこした。米国の政権及びメディアからの相次
ぐ批判・要求に対して、イスラエル側では、米国との安全保障上の関係を損なわず、かつ中国
との経済的関係を維持発展させていく、困難な両立を図る道が模索されてきた。 
イスラエルの国家安全保障研究所（INSS）で対中関係を研究するオデド・エラン氏は、サイ
バー技術に関する知的所有権をめぐる競争や、港湾・鉄道など戦略的な重要性を持つインフラ
を中国が押さえることについて、米側の懸念に一定の根拠を認めつつも、中国のイスラエルへ
の経済進出に経済合理性を見出し、弁護する。また、中国の港湾運営事業への進出に対する米
側の軍事的な脅威認識の高まりについては、ギリシアやスペイン等でも同様に行われているも
のをイスラエルについてのみ批判することに疑義を呈し、背後に「中国嫌い」の感情があると
                                                        
11 “U.S., Israel Air Concerns over China Telecom Companies: U.S. Official, Reuters, January 10, 2019. 
https://www.reuters.com/article/us-usa-israel-china/u-s-israel-air-concerns-over-china-telecom-companies-u-
s-official-idUSKCN1P32JQ 
12 “U.S. may sever ties with Israel over relations with China,” TV7 Israel News, March 22, 2019. 
https://www.tv7israelnews.com/u-s-may-sever-ties-with-israel-over-relations-with-china/ 
13 “With Its National Security at Stake, Israel Takes Sides in U.S.-China Trade War,” Haaretz, May 26, 2019. 
https://www.haaretz.com/us-news/.premium-u-s-china-trade-war-israel-takes-sides-national-security-
1.7280881 
14 “U.S. Senate Warns Israel Over Deepening Ties With China, Citing 'Serious Security Concerns',” Haaretz, 
June 14, 2019. https://www.haaretz.com/us-news/.premium-u-s-senate-condemns-deepening-israel-china-
ties-cites-serious-security-concerns-1.7368680 
15 William A. Galston, “What’s Beijing Doing in Haifa? Chinese Investment Across the Holy Land Threatens 
the U.S.-Israel Relationship,” The Wall Street Journal, May 28, 2019. https://www.wsj.com/articles/whats-
beijing-doing-in-haifa-11559085122 
16 Jake Novak, “Israel Will Soon Have to Choose Between China and the US,” CNBC, August 29, 2019. 
https://www.cnbc.com/2019/08/29/israel-will-soon-have-to-choose-between-china-and-the-us.html 
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示唆した 17。これは含意として、米側に西欧とイスラエルで不平等な扱いがあるという認識の
表明でもあるだろう。 
米国の要求する、中国の投資や戦略的インフラへの関与を監視し規制する機構の設立は難航
し、2019 年の大半を費やした。 
米国との外交・安全保障上の関係悪化を恐れる国家安全保障会議や外務省と、中国との経済
関係の強化を重視する財務省などに見解の相違があり、7 月には、設立される機構の権限が不
十分であるとして、閣議決定が寸前で流れたとされる 18。8 月には対中関係を巡って米との関
係の悪化を危惧する外務省の見解も報じられた 19。 
結局、イスラエル政府は 2019 年 10 月 30 日に、中国を特定せず、形式上はすべての国を対象
とした、外国企業によるハイテク分野などへの投資の可否を審査する諮問委員会を設置すると
発表した 20。諮問委員会は通信、インフラ、運輸、金融、エネルギー分野等の安全保障上の観
点から戦略性を持つ分野への外国投資を審査するものであるが、財務省が主導し、国防、外務、
国家安全保障委員会等が出席するという折衷的なものである。委員会の権限は審査の上で「助
言する」というもので、必ずしも強くない 21。この諮問委員会の実効性については今後検証さ
れ、再度米側の批判が出て来る可能性もある。12 月には、イスラエル・中国間で新たな貿易協
定が協議されているという報道もあり、イスラエルの対中接近を米国が問題視する場面は近い
将来に生じうる 22。 
（2020 年 3 月 15 日脱稿） 
東京大学先端科学技術研究センター 池内恵 
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